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The traditional theory Of cOnsumer's behavior does not include the possibility of
choice of the quality of goods,In most Of the literatures,qualty is regarded only as
“exogenOusly given"properties of goods,thollgh some of studies(eg.,Dixit, 1973)
tried quanty as ``an endogenous variable", We know little abOut the behavior of
consumer when he/she is faced with choice of both qualty and quantity.1「h s paper
will investigate the consumer behavior 、Then quality and quantity simultaneously
enter the consumer's utility function.This paper caコmes omparative static analysis
of consumer's behavior and properties of demand functions for quality and quantity
are discussed frhe generalized Slutsky equations are developed IFhe analysis is
extended by considering producer's behavior.The price functiOn p(v)emerges from
the market intёractions between the supphers and demanders of the cOmmodity,
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1.はじめに
伝統的な消費理論において、財の「質」は選択対象と
なる財の特性を説明する要因の一つとして位置づけられ
てきた。最近、Dixit(1979)1)等は、製品の「質」が市
場において内生的に決定きれるような新しい消費理論を
展開しているが、「質」と「量」穆同時に選択するよう
な家計の消費理論を十分に展開しているとは言い難い。
このように「質」の選択問題に関する消費理論は未だ十
分な発展を遂げていないのが現状である。
しかし、「質」に関する消費理論の研究系譜をある程
度整理することはできる。まず、「質」の問題をとりあ
げた先駆的研究としてScitovsky(1945)2)がぁげられよ
う。 きらに、Kalnan(1968)。),Allinghan and Morishim
(1973)41等はScitovskyの研究整発展きせ消費理論とし
て体系化した。これら一連の研究は、家計が財の「質」
をその価格により判断することを前提と考え、財の価格
残変数として含んだ効用関数彦用いて需要理論を展開す
るところに特徴がある。きらに、家計の暗好類型 (vant
pattern)の変化を示すヴェブレン頂 (Veblen tern)を含
むような一般化スルツキー方程式(generalized Slutsky
equation)を導出している。しかしながら、これらの研
究は家計が価格により財の「質」を判断するという特殊
な場合を対象としたものであり、家計の「質」の選択行
動に十分対処しうるとは言いがたい。
これに対して、Tinbergen(1959)5),Lancaster(1963)
6),Rosem(1974)7)等は、上記の研究とは異なった方法
で「質」の選択問題にアプロとチを試みた。これら一連
の研究は、差別化された財市場における市場均衡に着目
している点に特徴がある。特に、Rosenは財の質が本質
的に差別化きれている市場を対象に、一般的なヘドニッ
ク理論を展開した。あるconaod ityの「質」はそれ老説
明する属性ベクトルによって記述きれる。Rosenの研究
は、ベクトルとして記述きれるある特定の財の質とニュー
メレール財の量の選択に直面した家計の行動を分析した
ものであり、同一の財の「量」と「質」の同時選択を対
象として消費理論を展開したわけではない。
一方、新都市経済学では伝統的に家計が「質」と「量」
の選択に同時に直面するような市場を研究対象としてき
た。〉9)。住宅立地理論では、立地点の特性がCBDから
の時間距離といった幾つかの属性によって記述きれ、家
計は「立地点を選択する」ことによって立地点という財
の「質」を選択する。一方、家計はその立地点において
住宅の規模等いくつかの特性の「量」を選択する。この
ように新都市経済半は、家計が「質」と「量」を同時に
選択するような問題を取り扱っている。しかし、Beckm
mm(1970)iO)等の若子の例外を除いて、従来の理論の多
くは、家計による質の選択の問題を暗黙のうちに捨象し
てきたといっても過言ではない。
これらの都市経済挙の問題において顕著な特性の一つ
は、例えばCBDからの時間距離のようにある立地点の
特性が連続的な変数により表せるところにある。そこで
本研究では、家計の「質」と「量」に対する選択問題に
対するアプローチの一つとして、「財の質が連続的に分
布しているような状況における家計の質と量の選択問題」
をとりあげるとともに、「質」と「量」の選択問題を同
時に考慮したような消費者行動に関する理論的な枠組を
提案することとする。
2.「賀」と「量」に対する需要分析
(1)問題の定式化
Eを2n次元のユークリッド空間とし、E上の任意の
一点x(xEE)を(q,v)とこよって記述しよう。すなわ
ち、x=(xl,―― X2n)=(q,v)=(ql,い――,qn,v ―― Vn)
である。ここでq,vはそれぞれn個の財にonЮdity)の
量と質乏表している。ここでは、簡単のためにある財 i
の質は1つの連続変数v:によって記述できると考える。
もちろん、この仮定は本質的ではなく、複数の変数を用
いた場合にも以下で述べる方法セそのまま拡張できる。
質を表す変数は、その数値自体が意味芝持つのではなく、
その変数の数値が示す特性や状況が消費の対象となる。
質を表す変数の原点は任意に定めることができるが、こ
こではその質の最低(最高)の水準を原点にとることとす
る。一方、量を表す変数qIは原点を有する比例尺度によ
り表せ、原点から変数の数値が指示する値までの区間と
対応する量が消費きれる。家計が直面するある財の選択
可能性を財空間にonROdity space)
Ci={(ql,Vi):ql≧0,vi≧0〕 (1)
として定義する。きらに、家計が選択できる財の組合せ
(bundle)をbundle spaceとして定義する。
F=〔x:(qI,vi)eCi,i=1,一―,n〕   Q)
ここで、以下のような仮定庖設ける。
(仮定1)任意の財の組合せx,y CFとこ対して完備、反
射的かつ推移的な選好Rが存在する。きらに、xRyで
あり、かつその時に限りU(x)とU(y)となるような実
数値関数U(x),x∈Fが存在する。Uは2回連続徹分可
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能であり、連続な2次の偏導関数Ui3,(1,j=1,――,2n)が
存在する。
(仮定2)効用関数Uはx,(i=1,……,2n)に関して準凹関
数である。
以上の仮定において効用関数の上付きの添字は当該の
変数による偏億分であることを示している。なお、仮定
2において、untti'n+:=0となるようなある臨界的なqド
に対して、qi≧q:事の場合、Un+i'n+l勁,qi≦qiどの場合、
Un+:'n+1鋤となる場合も考えられるが、ここでは任意の
qlの水準に対してUn十二,n+:鋤を仮定する。これにより家
計の選択行動はユユークに決定きれる。また、以下の議
論では常に内点解が求まると仮定する。
質の水準が連続的に変化する本質的なeeneric)な財
を考えよう。非常に多くの質の異なる財が存在するとき、
その財の質が連続的に分布していると近似できる。この
ような貿の連続性は、例えばCBDからの時間距離のよ
うに新都市経済学やヘドニック理論においても仮定きれ
ている。いま、対象としている市場がsnaHであると考
える。この場合、家計が直面する財の価格が、その財の
質の関数(価格関数),,(vi)として表現きれていると考え
ることができる。家計は、価格関数を与件として行動す
ると考える。ここで、つぎの仮定を設ける。
(仮定3)財の質は連続的に分布する。ある財 iの価格
関数,1(vi)はvlに関して2回連続徹分可能である。
以上の仮定のもとで、家計の選択問題は次式のような
効用最大化問題として定式化できる。
Maxinize U(q,v)
suttect to Σ:pl(vI)qi―y=0
(2)需要関数の導出
問題(3)の1階の最適条件は
Ui色,v)=λ pt(vi),(i=1,一―,n)
Un+i(q,v)= λ pj'(vj)qj,(j=1,――…,n)
y―Σi,i(vi)qi=0
v:LO,■:≧o(i=1,一― 4) (4)
となる。pjl(vJ)=dpj(v」)/dvj、えはラグランジュ乗数
である。問題●)は2階の最適条件を構足すると仮定す
る。この時、最適条件(4)を
Ui/UJ=pi/pj(1埼)            (5)
Unキ'/Un+j=(qi[plt(vi)]〕/〔qj[pJ'(vj)],(i″j) (6)
Ui/Un+j = pi/〔qj[pJ'(vj)]〕                (7)
と書き替えることができる。式(5)は通常の消費理論と
同様に、財iと財もの限界代替率が価格比に等しくなるこ
とを示している。式6)において盈 :い1'(h)]は貨幣ター
ムで評価した質の価値変化率を意味している。すなわち、
式t6)は財iと財jの質の間の限界代替率が、貨幣ターム
で評価した質の変化率比に等しいことを意味する。最後
に、式9)は財1の質と量に関する限界代替率が価格と貨
幣タームで評価した質の変化車比と等しくなることを意
味している。
いま、最適条件(4)からラグランジュ乗数λを消去す
れば、式(4)は2n個の変数q,vを決定する2n個の方程式
を得る。点(ql,……,qn,vl,一―,Vれ,y)において2nⅢl個の
陰関数は連続な偏導関数芝有し本シアン行列が正則であ
ると仮定する。この点において、最適条件(4)はq,と0,
vi≧0,λと0(i=1,―― m)なる解を有すると仮定しよう。
ここで、式(4)において外生変数は所得yのみであるこ
とに着目しよう。したがって、価格関数p:(vi)が既知の
場合には最適条件(4)をq,vに関して解くことにより、
所得yに関して一意であり連続微分可能な需要関数
ql=fi(y;P')(1=1,一―,n)
vi = gi(y,p!)  (i=1,―――,n)                (8)
を得る。ただし、p'はベクトルp:=Cp l'(vl)),(i=1,一―,n)
であり、需要関数の形が与件として与えられた価格関数
の導関数ptの形に依存していることを示している。ここ
で、特記すべきことは伝統的な消費理論と異なり、量お
よび質に関する需要関数が所得のみの関数として表きれ
ることにある。なお、ある所与の価格関数pl(vi)のもと
で、効用関数の単調変換F(U(q,v))に対して最適条件(4)
は不変である。したがって、序数効用関数のもとで需要
関数(8)を導出できる。
3,ある財の質が固定きれている場合の需要分析
(1)需要関数の導出
2.では、財の質が連続的に分布している場合の需要
システムについて考察した。しかし、すべての財の質が
連続的に分布しているとは限らない。そこで、以下では
2.で考察した需要システムを拡張し、いくつかの財の
質がある一定値に固定きれている場合にわける需要シス
テムについて考察する。
ここで、財の組合せx=(ql,――,qn,Vl,―― vn)のうち
最初のB(n〈n)個の財の質が連続的に分布しており、その
財単位量あたり価格を示す価格関数が,1(vl)によって与
えられると考えよう。きらに、残りのn―B悩の財の質は水
準vJ G‐+1,一―,m)に固定きれていると考えよう。これら
の財の価格は外生的に与えられると考え、それをp:と表
そう。このとき、家計の予算制約式は
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Σ,.1,mp.(vi)qI・B jⅢl,nPJqJ=y        (o)
となる。きらに、質v:を選択することにより生じる費用
を,導i(i=1,一― H)と表し、予算制約(9)を修正する。pⅢl
はその財の消費量qIとは無関係に一定であると仮定する。
すなわち、予算制約式(9)を
Σ卜1l mpl(vl)qi+ΣHl,mp・IVi
t EJ“れ+1,ApqJ=y      (lo)
と修正する。この時、家計の消費行動は効用最大化問題
Wax U色,v)
ΣI.1l npI(vI)ql+Σ
`Hl,mp・
IvI
+Σj_m+1,npqJ=y      (11)
と定式化きれる。1階の最適条件は次式のようになる。
U:色,v)=λpl(vり,(1=1,――,m)
U´j(■,v)= λ pj,(j=a+1,―――,m)
UnキI(q,v)=λ(pi'Cvl)q:,p専1) (1=1,一―,a)
y―ΣⅢl,np:(vi)qiいΣIⅢl,np・lvi
~Σ
J‐ね+1,npq〓゛o      (12)
最適条件からλを消去すれば、(ql,―い,qn,vl,~―,Vm)
に関するn+H個の式を得ることができる。点(ql,――,qれ,
Vl,~―,Vn,p41,__,p・m,pn+1ドー,pn,y)の点でn+B+1個
の陰関数が連続な一回の偏導関数を持ちヘシアン行列が
正則であると仮定する。需要関数はp41,__,p塩,pn■,
……,pn,yの関数として
q:=fi(pil,――,p`m,pn+1,――,pn,y)(i=1,……,n)
VJ = 8j(p・1,――,plm,pn+1,――~,pn,y) (j=1,―――,■)
(13)
と一意的に表すことができる。flとgJはptl,――,ptn,
pn+1,……lpれ,yに関して連続微分可能である。
(2)比較静学分析
通常の比較静学の方法に基づいて最適条件(12)の両辺
を微分することにより次式を得る。
Σj_li nUi'3dqJ+Σs_1,mUli n+JdvJ=λpュ'(vl)dvI
tp:(vI)dλ (i=1,―――,日)
Σ JⅢli nUki jdqJ+EJ.1,nUk'n+JdvJ = λdph+pkd λ
(k=諷+1,~~―,n)
Σj.li nUn+it」dqj+Σs_1,nUn+i・れ・ Sdve
=入(pi!(vI)dq, 十ql[d,i▼(vl)/dv1 2]dvl ,dp奉I〕
+dλ〔pt'(vl)ql+pB,〕 (i=1,――― a)
Σi_1,nqi[pi'(vl)]dql+ΣI_1,mpt(vi)dqi
,Σ:_1,nqidp事1+Σl百1,npr[dql+ΣJ事n+1,nqJdpt
+ΣJおれ+l,apsdqj = dy
行列形式に書き替えれば
WF=Q
(14)
(15)
ここに、F=(dql,――― dqn,dvl―――,dVn,dλ)',Q=(0,
―――,0,λ dp置+1,~~~,λdpn,λ dp串1,___,λdptm,E卜1.nl
vldp準1+Σ卜 m+1,A■SdpJ―dy)であ る 。Wは (■+H+1)X(ntmや
1)行列であり、その内容は次式のとおりである。
(1,s=1,――― B;j=1,――― nik=鳳+1,~~―,m)  (16)
ここに、Ullj=∂2ν∂qJ∂q:,(i=1,……,Hij=1,一―,m);U
2kJ=∂2u/∂qj∂vi(j=1,―― mik〓B+1,…い,n),U913_∂2u
/∂qj∂vi(1″jの時;i=1,一‐.H;j〓1,―,n),U3H=∂2U
/∂qi∂vi―えpl'(vl)ql,(i=1,―‐―,n);U413=∂2u/∂vs
∂ql(:rsの時:i,s=1,一―,日),U4H.∂2u/∂vi∂qi―
λ ф :'命I)ql,(1=1,――,n),U6X9=∂2V/∂VS∂qk(k=Ht
l,…,n is=1,一―,D,U61s=∂2u/∂vs∂vI(irsの時;i,
s=1,―― ,■), U6::=∂2U/∂vi 2_入ql(dpl:(vl)/dvi)(i=
1,一―,B)である。いま、ヘシアン行列Wが正則であれば
式(15)を(dql,―■,dqn,dvl,――,dvm,dλ)に関して一意
的に解 くことができる。クラメールの公式より
dqi=λ(Σk.1.n Wi'n+X/1WidpⅢh+Σj_n+と,nWl'」
/1WidpJ)+Whn+m+1/1wI(Σl_1,mvidpri
+Σ3‐n+li nqidpi―dy), (I〓1,――,■)
dvi=入(Σk_1,m Wl'n+k/1Wid,事に■Σ卜m十二 nWn+1・d
/1Widpl)+Wn+1'n+n+1/1WI(Ei.1,mVidp'1+
ΣJ=n+1.nqidp rdy), (i=1,一―,B)
dλ=入(Σk芋1,n Wn+n+li n+k/1W idP'x+Σ卜れ+1,n
w命+m+1,0/1w idpt―Wn+n+1,n+nti/1wI(Σl.1.れ
vidptti+n+1,nq`d,こ―dy )                  (17)
を得る。ここに、Whjは行列Wの第二行j列に関する余四
子である。また、式(17)より次式を得る。
∂qi/つpd〓入VT:・J/1VV卜WI'n+m+lqj/1VVI
∂Vi/∂P3=入Wnキ1,3/1マVI+Wn+を,n+五十1qj/1WVI
∂q:/∂pttk= λvvlinキk/1VT卜Wii n+n+lqj/1WVI
∂vi/∂pttk= λ Wn+1'n+k/1W卜Wn+ 'n+n+lq」/1VTI
∂q1/∂y= Vri,n+IE+1/1wVI
∂vi/∂y= Wn+:i nttn+1/1WVI
(1=1,い―――,n;k=1,一―― H;j=H+1,一―‐,n)   (18)
きらに、最適条件(12)および∂pi/∂ql=0(1=H+1,一―,n)
より等効用面は
dU=Σi_1,n(Uidq:+Un+Idvi)=0
=入〔Σ卜1,mpi(v:)dq:+Σl_m+1,npidqitΣ i_1,m
[qI(dP1/dvi)tp牟I]dvI〕 (19)
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と表すことができる。きらに、式(14)の最後の式を式(18)
に代入することにより、p専:,pj(i=1,一―,口;j=B+1,一―,n)
の変化に対して家計の効用水準を等しく保つように補償
する所得変化連次式のように表せる。
dy=Σ_1,mvidpオiキ Σi_m+1,れq`d,I    QO)
この時、式(18)と(20)より効用水準を一定に保つような
代書効果(∂qi/∂pj)u,(∂vi/∂,3)け,(∂q1/∂Pttx)u,
(∂vi/∂pk)uは
(∂q1/∂pj)v = λ Wl,s/1Wi
(∂vi/∂pj)υ= λ Wn+:,J/1VVI
(∂q:/∂pホk)u=λWi,n+k/1VvI
(∂vi/∂ptt k)tJ=λ Wn+1,n+k/1WVI
(1,k=1,一―,H,j=n+1,一―,n) 91)
ここで、上式に示す代替効果をそれぞれ SI」,TiJ,S専1に,
TB ik(i,k=1,一―in,j=口+1,__,n)と表そう。このとき、式
(18)とC21)より
∂qi/∂pj=SIs―qj(∂qi/∂y)
∂vi/∂pJ=Tij―qj(∂v1/∂y)
∂qi/∂pttk = s導ik ― qk(∂q1/∂y)
∂vi/∂p・に=Tttl k―q (∂v:/∂y)
(ijk=1,――― H,j=鳳+1,~―,m)    (22)
式(22)の左辺は価格効果を表している。すなわち、上式は
それぞれ量および質に対する価格効果が、右辺第1頂の
代替効果と第2頂の所得効果に分割きれることを表して
いる。いま、式(22)の第1式において∂qi/opJ(1,j=B
■,――,n)のみに着目すれば、それらは通常のスルツキー
方程式に他ならない。すなわち、上式はスルツキー方程
式セ量と買に対する需要システムに拡張したものであり
一般化きれたスルツキー方程式 (geneFaliZed Siutslye
quation)と呼ぶこととする。
4.市場均衡解
以上では、snall経済を想定し、価格関数を与件とし
て扱ってきた。ここで、価格関数が市場における需要と
供給の相互作用によって決定きれると仮定しよう。 簡
単のために、1種類の財の質だけが連続的に分布する場
合を考えよう。他の財の質はすべてある水準に固定きれ
ていると仮定する。ここで以下の仮定を設ける。
(仮定4)企業は同一の生産技術を有し、質が [v,v+dv〕
の財を生産する企業の数はκ(v)dvである。なお、κ(→ :
企業数の分布を表す密度関数である。
質vの財を生産する企業の行動を定式化する。
naXQ Π=p(v)Q―c(v,Q;ω)        (28)
ここで、c(v,Q,ω)は費用関数,ωは生産要素価格である。
一階の最適条件は次式のようになる。
,(v)―∂c(v,Q,ω)/∂Qtt           Q4)
費用関数は三階の最適化条件∂2c(v,Q)/∂Q2莉を満足す
ると仮定する。式Q4)より得られる質vの財の供給関数
をn[v;ω,p(V)]と表そう。この時、質が[v,vttdv]に属す
る財の供給量S(v)dvは
S[v;κ,ω,p(v)]dv=Q[vi ω,p(v)〕x(v)dv   e5)
需要関数(5)(6)より集計的需要関数を求める。家計の
所得が確率密度関数πO)に従って分布すると仮定する。
また、対象とする財が正常財と考え、質に対する需要関
数が所得yに関して連続微分可能な単調関数として陽的
に表現できると仮定する。この時、賃に対する需要関数
の逆関数が存在し、それをg~1と表そう。市場全体での
需要量を表す集計的需要関数は次式のようになる。
D:[v,C,π,f,g,p導,p,p.(v),p(v)]dv
= Gf[pt,p,g~1(v;p専,P,p'(V),p(v)),P'(v),p(v)]
π[g~1(vうpt,p,pt(v),p(v))]ldg~1/dvidv  e6)
となる。Cは家計総数である。財の質vはそれが指示する
状態が点として消費きれ、完全競争市場均衡は差別化き
れた質の財に対して個別に成立する。市場均衡ではすべ
てのvに対して次式が成立しなければならない。
Q[v;Jc,ω,p'(v)ト
D[v,C,π,f,g,p:(v)奉,p(v)事] (27)
式97)において均衡価格関数p'(v)は未知関数であり、
市場均衡を通じて内生的に決定きれる。式C27)を,1(v),
p(v)に関する徹分方程式と考え、式97)を
0(pt(v),p(v))→            98)
と書き替えば、均衡価格関数pt(v)は市場で観測きれる
境界条件の下で式(28)を解くことにより求きる。多財の
場合には、質に対する需要関数がそれぞれyに関して単
調関数で表現きれる場合には、上述の結果を容易に拡張
できる。このような単調性が成立する条件を含め、多財
の場合の市場均衡に関しては本稿の域セ越えるので今後
の課題としたい。
5.市場均衡解の例
本稿で提案した需要理論に基づく市場均衡を例示しよ
う。ここでとりあげる事例は、B∝kamnll)Montttano12)
らが、住宅市場を対象として適用したモデルと同一の構
造を持っている。本稿では、BeckBamらによって提示き
れた問題をきらに拡張し、供給者側の行動も明示的にと
りあげるとともに、両者の相互作用により価格関数が決
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定きれると考えよう。いま、効用最大化問題
Max U(z,q,v)=cologz tt cl10gq+iogv
y=p2z tt p(v)q+τv        Q9)
を考える。ここで、z:Hicksの合成財、pz:合成財の価格、
p(v):価格関数、q:着目する財の消費量、v:財の質、τ:
質vの選択に伴う費用、cO.ci:係数である。いま、着目し
ている財の最低の水準をv=1とする。すなわち、財の質は
v≧1の区間で連続に分布していると考える。この時、一階
の最適条件は次式のようになる。
c。/z= λpz
c1/q= λp(v)
1/v=λ ttdp/dv+τ)
式(30)を予算制約式に代入しλを求める。
λ = y~1{c+τ/(τ qdp/dv)〕
Π =(1-(1/b),p(v)1+ど〔bC(v)〕d (40)
ただし、d=1/(b-1)(〉0)である。簡単のためにある質の財
を生産する企業は、一様に分布すると仮定しよう。この
時、質の水準が[v,vttdv]の区間に含まれる財の生産量は
Q(v)dv=v(p(v)/bC(v)〕dv (41)
となり、市場均衡の条件は式(37)とに1)より
PAq(v)v~a[(1+c)τ tcq(v)dP/dv]~a+1
= V(p(V)/bC(v)〕d                        (42)
となる。微分方程式(42)の一般解の形式として
p(v)=,Ov η, q(V)=Qov~ρ                   (48)
を想定しよう。きらに、費用関数C(v)を
C(v)=vf ●4)
と特定化しよう。f〉1老仮定する。pOiQOはそれぞれv=1に
おける財の価格、生産量である。式(43)(44)を式(42)に
代入すれば次式を得る。
φ lvψ l(φ2+φeVψ2)=φ4Vψ9
(30)
(31)
なわへc=cO+clである。次式のような需要関数考得る。
z = coy(pz Ectt τ/(τ+qdp/dv)]〕~1
q=cly〔P(v)Ec+τ/( +qdp/dv)]〕~1
(32)
(33)
v = y((1+c)τ+cq(尋p/dv)}~1                 (34)
式133)は両辺にqを含む陰関数である。式(34)は質に関
する需要関数である。所得yがパレート分布に従うと仮定
し、その分布確率密度関数を
N(y)=Ay~α=PyOey~a (0〈yO≦y)                 (35)
と定義する。A,a(〉0):定数、P:家計総数である。質の水準
がvである財″消費する家計の所得は式(34)より
y=v〔(1+c)τ+cq(dp/dv),                     (86)
となる。ここで、ひとまずd〔q(dp/dv)ンdvgOセ仮定しよ
う。のちに、市場均衡解はこの仮定を満足することを示
す。質vの財に対する集計的需要Q(v)は
Q(v)dv=
PAq(v)v~a[(1+c)τ+cq lv)dp/dV]~aゃl v (37)
と表せる。なお、P:家計総数である。
生産者の行動を明示的にとりあげ、価格関数p(v)が内
生的に決定きれると考えよう。生産技術が規模に関して
収益てい減(規模に関して費用てい増)であると仮定し費
用関数をC(v)C(v)b(b〉1)と表そう。生産者の行動は利潤
最大化問題
MaX C(v)(Π=p v)G(v)―C(v)G(v)b〕 (38)
と表せる。ここで、C(v)は生産費用を表すパラメータであ
り、生産する財の質に依存する関数であると仮定する。
Cは生産量である。一F皆の最適条件より供給関数は
C(v)=(p(v)/bC(v)〕d           (39)
となる。ただし、d=1/(b■)(〉0)である。生産者が獲得する
利潤は以下のようになる。
ここに、φl=(PAQ。)1/(a_1),φ2=(1+C)τ,φe=c η QOpO,
φ4〓(p。/b)d/(1~a),ψl=(att ρ)/(a-1),ψ2=η~ρ~1,ψ3
=(1+dη―df)/(1-a)である。式(45)は任意のvに対して恒
等的に成立することよりψ:=ψ3,ψ2=0を得る。これより
次式を得る。
p=η-1, η=Cdf―a)/(1+d) Q6)
市場均衡解(43)はd〔q(dp/dv)ン=0を満足していること
が理解できる。所得が連続的に分布している状況下にお
ける均衡価格曲線の勾配は生産技術d,fと所得の分布パ
ラメータとによって決定きれる。いま、dDaを仮定すれば、
ρ〉0,η〉0セ得る。すなわち、質が高くなる程、価格は高く
なり消費量は減少する。一方、df色かつη〉-1の場合には、
質が高くなる程、価格は増加し財の一人あたりの消費量
も増加することが理解できる。pO,QOの値を決定しよう。
式(43),(46)を式(33)に代入し展開すれば
,0'QO = cl τ/(1-cl η)=ν                  (47)
を得る。一方、式(45)からφl(φ2+φ9)=φ4が成立しなけ
ればならない。したがって、
PO=ζ(1/PA)1/(1+d)
QO=νd/(1+d)OA)‐/(1+dソζ (48)
ただし、ζ=bd/(1+d)[Q+c)τモην](1~a)/(1+d)である。
式(48)より∂pO/∂P〉0,∂Q。/∂P(0を得る。すなわちへ家
計総数が増加すれば最低水準の生産量は少なくなる。一
方、価格は上昇する。生産者が獲得する独占的利測は
Π=Ωp。■時―η(1+d)―fd        (49)
となる。Ω=(1い(1/b)〕b~dである。∂pO/∂P〉0より明らか
に∂Π/∂P〉0が成立し家計総数が増加するほど企業の独
(45)
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占的利潤は増加する。
最後に家計の間接効用関数を求めよう。式(43)および
式(32)―(39)より、間接効用関数V(pz,τ:y)は
V(pz,τ:y)=cOincO+cIIncl+CcO+cl(1+■)+1}iny
―cOinpz―cilnp。―(cO+cl(η-1)+1〕in Ω ttcin(τ+ην)
(50)
となる。ただし、Ω=(Ⅲc)τ ttc ηνである。ここで、項iny
の係数てcO+cl(1+η)+1)に着日しよう。本頃は所得格差
による間接効用の格差を示している。いま、η=(df―a)/(1
■d)であることに着目すれば、生産技術、所得分布を表す
パラメータd,f,aが家計の厚生の格差に重要な影響を及
ぼすことが理解できる。明らかに∂η/∂aO,∂,/∂DO,
∂η/∂d〉0である。したがって、aが小きくなる程(所得
格差が小きくなる程)、厚生の格差は減少する。また、技術
革新により、f,dの値が小きくなる程(規模による収穫の
低減の程度が小きくなる程)厚生の格差が減少すること
が理解できる。
6.おわりに
本稿では、ある財の質と量の選択問題に同時に直面し
ている家計の消費行動に関する需要理論穆開発した。家
計行動に関する比較静学分析を行ない、一般化スルツキー
方程式老誘導した。きらに、供給者行動を明示的に考慮
することにより、財の価格関数が市場における需要と供
給の相互作用によって内生的に決定きれること登明らか
にした。本需要理論では、均衡価格曲線が徹分方程式の
解として求まるところに特徴がある。本稿では、一つの
財のみに着目し、かつ所得分布に関して厳しい仮定を課
することにより均衡価格曲線穆導出した。一般の所得分
布関数を用いた場合、価格曲線を解析的に求めることは
困難である。
Hote n ing13)、Alonso8)等にはじまる都市経済学の伝
統では、所得同賀性という前提のもとで操作性の高い理
論展開を行っていた。一方、所得異質性を前提として、
家計の質の選択行動彦明示的に考慮しながら、市場均衡
理論を展開しようとすればその操作性に限界が生じる。
もちろん、質を表す変数の離散化により、ある程度の解
析性、操作性を確保することは可能である。いずれにせ
よ、付け値概念を用いた従来の質に関する消費理論が発
達した理由の一つに、その理論展開の容易きがあったこ
とは否めない14)。本稿で明らかにしたように家計の所
得水準に応じて質の選択水準が一意的に決定きれ、企業
は独占利潤彦獲得するという知見は所得配分理論に重要
な示唆を与える。すなわち、質的選択の問題は所得の配
分問題と不可分である。住宅市場をはじめとして財の質
が本質的に差別化きれている市場の分析にあたっては、
従来、ともすれば価格理論的な側面から市場の効率性が
離論きれたが、所得配分の立場から市場における公正の
問題に関して議論することも重要であろう。
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